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はじめに

2018 年トランプ前大統領は中国との貿易不

均衡を問題視して，中国からの輸入品に制裁関

税を課した。同時に，中国のハイテク企業 ZTE

やファーウェイなどに対する制裁も下された。

米中貿易戦争が米中の新冷戦に発展するのでは

ないかと心配されている。専門家の間でも，米

中ディカップリングは避けられないと指摘し

て，世界経済への影響が懸念されている。

理論的に産業構造の補完性が強い国同士は相

互依存度が高くなり対立しにくいといわれてい

る。ただし，産業構造が競合的な国同士の場

合，貿易摩擦，ないし貿易戦争が勃発しやすい。

かつて日米貿易摩擦は自動車産業や家電などに

ついて両国の産業構造が競合的だから摩擦が激

化した。それについて，日本政府は米国との貿

易摩擦がエスカレートするのを避けるために，

トヨタなど日本企業による対米直接投資を促

し，対米貿易摩擦の激化が回避された。

そもそも二国間貿易が均衡しないといけない

ことかどうかについて理論的に実証されていな

い。A国が必要とする財をB国から輸入する。

B 国が必要な財を A 国から輸入する。A 国が

B 国から輸入する財と B 国が A国から輸入す

る財が等しくないといけないという理屈が成立

しない。重要なのは二国間貿易が均衡するとい
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世界経済はかつてないほど迷走している。とりわけ国際貿易に関するルールが乱れ，貿易戦国時代の様相を

呈している。2018年，トランプ政権は中国との貿易不均衡の拡大を理由に中国に対する制裁関税を実施し，

米中貿易摩擦が勃発した。その後，米中が和解せず，半導体戦争にまで発展している。こうしたなかで，東ア

ジアに目を転じると，地政学リスクが高まり，経済安全保障問題がクローズアップされている。日米をはじめ

世界主要国が深く悩んでいるのはこれから中国とどのように付き合ったらいいかである。中国は世界の工場で

あり，世界の市場でもある。世界最大の貿易国の中国と分断するのは現実的に不可能である。すなわち，世界

主要国にとってゼロチャイナは不可能だが，ウィズチャイナでどのように付き合えればいいのか。東アジアの

通商秩序を考えれば，ルール化を強化する必要がある



うことではなく，多国間貿易の均衡である。し

かし，それでも貿易は不均衡になる。見方を変

えれば，貿易黒字の国は得し，貿易赤字の国は

損するという見方が成立するかどうかが疑問で

ある。

まったく仮説的な話だが，ある国はフルセッ

ト型の産業構造を構築し，諸外国との貿易を行

わなければ，貿易不均衡の悩みは存在しない。

しかし，厳格な鎖国政策のもとで，貿易不均衡

の悩みこそないが，経済の発展が妨げられる。

毛沢東時代の中国および現在の北朝鮮は鎖国政

策を徹底し完全に自力更生で経済を運営してい

るが，経済成長が停滞すると同時に，海外から

資源や食料などを輸入しようとしても，外貨が

ない。冷戦終結以降，経済のグローバル化が急

速に進んだ。経済のグローバル化こそ産業構造

の補完性を最大限に生かすための枠組みであ

る。むろん，その副産物として，国際貿易の不

均衡が拡大する国も現れる。

リカードの比較優位理論は生産費用について

比較優位のある商品を輸出し比較劣位の商品を

あえて自国で生産せず他国から輸入するという

考え方である。東アジア諸国の経済キャッチ

アップの軌跡を辿れば，まさに比較優位戦略に

よって結実されたものといえる。しかも，各々

の国にとって産業の比較優位性は経済発展とと

もに進化するものになる。具体的に一人当たり

GDPが低い国は人件費，すなわち，労働コス

トの低い低付加価値加工品について比較優位が

あり，それを大量に生産して輸出することで外

貨を稼ぐことができる。1970 年代の日本，80

年代の NIEs（新興工業経済地域），90 年代の

ASEAN（東南アジア諸国連合），2000 年代の

中国はいずれも比較優位戦略に則って経済の

キャッチアップを果たしたものだった。東アジ

アの経済発展について，かつて赤松要教授に

よって「雁行発展モデル」（Flying geesemodel）

として提起された。「日本−NIEs−ASEAN−

中国」の形はまさに雁行発展モデルの典型とい

える。ただし，過去 50 年の東アジアの経済史

を振り返れば，中国はもっとも遅く離陸した国

だが，今や世界二番目の経済規模を誇るように

なった。これからは東アジア地域がどのような

経済発展を成し遂げていくのだろうか。

Ⅰ アジア通貨危機の教訓

1997年タイバーツの暴落をきっかけに東ア

ジア経済が通貨危機に見舞われた。現象面的に

は，ヘッジファンドを中心に機関投資家は東ア

ジアからドル資産を引き上げたことによって東

アジア諸国は外貨不足に陥り，各国通貨の対ド

ル為替レートは大暴落してしまった。東アジア

諸国は通貨防衛のために IMFに対して援助を

申請したが，IMFは援助の条件として各国に

対して財政収支の均衡を求めた。その結果，東

アジア諸国経済成長は一段と落ち込んでしまっ

た。ワシントンに本部を置く IMFなどの国際

金融機関のこうした考え方はワシントンコンセ

ンサスと呼ばれ，東アジア諸国は猛反発した。

学界においてアジア通貨危機に関する総括と

して代表的な見方の一つは，ポール・クルーグ

マン教授の主張である。同教授によれば，東ア

ジア経済の奇跡的な成長はまぼろしに過ぎない

といわれている。なぜならば，同地域の経済成

長は投資など要素賦存を増やして実現したもの

だが，生産性の向上が伴わないため，持続不可

能といわれている。むろん，東アジア諸国の経

済学者の多くはポール・クルーグマン教授の指

摘に賛同せず厳しく反論した。その一部の経済
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学者は東アジア経済が米国に過度に依存してい

るから，不安定な成長になっている。これから

はアジア域内のコモンマーケットを構築し，対

米依存を減らすべきと指摘した。

貿易や直接投資はともかく，通貨危機に備え

るために，東アジア諸国は金融協力を強化し

た。もっとも重要なのは日本が主導して構築し

たチェンマイ・イニシアティブ（Chiang Mai

Initiative）と呼ばれる二国間通貨スワップ協

定である。その基本的な考え方は，協定に参加

する国が投機筋などに攻撃されたとき，協定に

基づいて外貨を融通して互いに助け合う消防シ

ステムのようなものである。当該スワップ協定

がどれほどの有効性があるかについて実際に試

されたことはないが，当該協定が締結されるこ

とで投機筋の投機行動を抑止する効果があると

思われる。

種々の努力が結実して，アジア通貨危機が発

生してから，わずか 1年あまりで東アジア諸国

の経済は元の成長軌道に戻り V字型回復を果

たした。ポール・クルーグマン教授の指摘は警

鐘として受け止めるべきだろうが，東アジア経

済は生産性の向上が伴わないという指摘は明ら

かに事実に基づいたものではない。それ以降，

東アジア，とりわけ中国への産業集積が進み，

中国は世界の工場になったのである。生産性の

向上がなければ，中国は世界の工場になりえな

かった。

東アジア諸国は通貨危機に見舞われ，一時的

に経済成長が大きく落ち込んだが，その後の反

省と新しい制度の構築によって経済は再び成長

するようになった。

Ⅱ 域内経済協力のあり方

グローバル時代において，経済の効率化を実

現する前提として国際分業が不可欠である。東

アジアに目を転じれば，域内分業が徐々に深

まってきた。実は，東アジア域内において域内

分業が深まったきっかけは 1970-90 年代の日本

企業の直接投資だった。雁行発展モデルの考え

に則って考えれば，日本企業は東アジア諸国へ

の直接投資とともに，現地企業への技術移転が

徐々に進展し，域内分業が深まった。

ただし，東アジア域内経済協力について制度

的枠組み作りは実際の経済活動に比べ，大幅に

遅れていた。なぜならば，日本による東アジア

諸国への経済援助こそ年々行われたが，東アジ

ア諸国に対する市場開放が必ずしも進んでいな

かった。

米国，カナダとメキシコによる北米自由経済

協定（NAFTA）は 1992 年署名され，1994年

1 月に発効された。それに加えて，EU（欧州

連合）および EU 市民権は 1993年，マースト

リヒト条約の発効によって確立した。それに対

して，東アジア諸国の動きをみれば，貿易や直

接投資が盛んに行われているが，経済協力の枠

組みは構築されなかった。

それでも，状況が大きく変わったのは 2001

年のことだった。中国が世界貿易機関（WTO）

加盟に向けて，ASEAN諸国に対して，農産物

市場を全面的に開放すると約束したことであ

る。中国が ASEAN 諸国に農産物市場を開放

することによって，ASEAN諸国からの信頼を

獲得し，その後，ASEAN諸国との自由貿易協

定締結の一助になったに違いない。

実は，歴史的に日本政府による ASEAN 諸
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国に対する政府開発援助（ODA）は長い間，

ASEAN 諸国との間で良好な関係を築いてき

た。ASEAN 諸国のインフラ整備に対する資

金および技術面の援助は ASEAN諸国経済の

離陸において重要な役割を果たした。問題は，

1990 年代初期，日本では，バブル経済が崩壊

したことをきっかけに，ASEAN諸国への経済

援助は続いていたが，それ以上の経済協力がで

きなくなった。とくに，日本はあくまでも経済

援助を実施したが，ASEAN諸国に対して，市

場，たとえば農産物市場の開放は十分ではな

かった。日本から ASEAN 諸国への一方通行

のような経済援助はその受益者にとってありが

たいことだが，市場が開放されていないため，

それ以上に距離を縮めることができなかった。

むろん，日本が農産物市場を開放しなかった

のは国内政治のパワーゲームの結果である。日

本の GDP に占める農林水産業のウェイトは

1％程度であり，全産業の就業者数に占める農

業就業者数の割合は 3％程度である。日本の食

糧安全保障の観点から食糧自給率をもっと上げ

る必要があるが，ASEAN諸国の農産物と日本

の農産物を比較すればわかるように，競合性が

それほど高くない。重要なのはいかにして

ASEAN諸国と安定した協力関係を構築するか

である。とくに，ASEAN諸国に対して日本は

農産物市場を開放することで日本の農業が破滅

的なダメージを受けるとは考えにくい。それよ

り，中国は ASEAN 諸国に対して，農産物市

場を開放したことで ASEAN 諸国は日本より

も中国との距離が一気に縮まった。日本のそれ

までの努力はディスカウントされたイメージで

ある。そのうえ，日本は首相による ASEAN

諸国の訪問回数をもっと増やすべきであるが，

必ずしも増えていない。経済協力がある種の経

済競争であることについてもう少し深く理解す

べきである。

Ⅲ 中国のWTO加盟の意味

上で述べたように，米中貿易摩擦が激化し，

新冷戦に発展するのではないかと心配されてい

る。米中対立がもたらす問題は相互信頼が完全

に崩れてしまったことである。国交正常化以

降，米国のメインストリームの論調は中国経済

が発展すれば，中国政治も徐々に民主化するで

あろうと期待していた。振り返れば，中国政治

は民主化していないが，鄧小平が進めた改革・

開放政策によって中国社会は毛時代に比してか

なり自由化し，経済も発展した。これこそ中国

共産党が狙っていることである。すなわち，民

主化しなくても，人民の生活は資本主義国以上

に豊かになれるという神話づくりである。それ

によって共産党一党支配の社会主義体制に正当

性があると立証されると考えられている。

こうしたプロセスにおいてウォール街を中心

とする米国の財界は中国に急接近した。自動車

などの製造業や半導体などのハイテク企業はも

とより，大手金融機関のほとんどは中国に進出

した。それだけでなく，これら米国を代表する

大手企業や金融機関は中国共産党高級幹部の子

息などを経営幹部として採用し，彼らに中国ビ

ジネスを任せた。

あらためて中国経済の急成長を振り返れば，

米国の協力と無関係ではないことが分かる。中

国は 2001 年に世界貿易機関（WTO）に加盟

を果たした。これについて米国政府の同意がな

ければ，中国の加盟はあり得なかったと思われ

る。それまでに米国政府は毎年，中国に最恵国

待遇（MFN）を付与するかどうかについて厳
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格に審査して決めていた。ときには，それを外

交問題化することもあった。このこと自体は中

国に既存の国際ルールを守らせるための強いプ

レッシャーとなったはずである。

中国経済にとって WTO 加盟は強い追い風

となった。WTO 加盟における交渉で主要メン

バー国から中国に市場の開放を求めた。中国政

府部内で市場開放の副作用を心配する声があっ

たが，朱鎔基首相（当時）はこうした要求に応

えて市場開放を約束した。のちに朱鎔基首相の

側近の一人は，「とりあえず彼らの約束に応え

て市場を開放すると約束しなさい」と指示され

たと明かした。「とりあえず」という表現から

もわかるように，額面通りに約束を履行するつ

もりはなかったように思われる。この考え方こ

そ現在激化している米中摩擦の原因ではなかろ

うか。要するに，中国社会の悪い慣習として，

約束はあくまで交渉を成立させるための手段で

ある。しかし，朱鎔基首相にしては，約束は必

ず額面通りに実行するものと部下たちに厳しく

命じるべきだった。

むろん，当時，朱鎔基首相が進める市場経済

の改革は行き詰まり，2003年に退任すること

も決まっていたため，外圧を利用して，改革を

進めたいという考えもあったのだろう。しか

し，約束はあくまでも履行しなければならない

ものである。約束を反故にする前提を作ったの

は朱鎔基首相の責任として大きいといわざるを

得ない。

Ⅳ 高まる東アジアの地政学リスクの行方

今こそ米中は激しく対立しているが，胡錦涛

政権のとき（2003-12 年），胡錦涛主席（当時）

はオバマ大統領（当時）に「中国と米国は共同

で太平洋を共同管理できる」という G2 の構想

を提案した。米国の左派の論客の多くは世界 1

位と 2位の大国が協力できれば，世界の平和と

繁栄に大きく寄与すると期待していた。

2013 年 3 月，習近平政権は正式誕生した。

胡錦涛政権の 10 年間，ほぼすべての改革が先

送りされ，失われた 10 年とまでいわれた。中

国政治が若返りしたことから，習政権は本格的

に改革を深めるだろうと期待が高まった。確か

に習主席は 2012 年秋の党大会で総書記就任の

記者会見で「市場メカニズムがもっと機能する

ように市場経済の改革をさらに深化させる」と

明言した。

しかし，その後，中国で起きたことは人々の

期待を裏切ることになった。まず，市場メカニ

ズムの機能を妨げる形で習政権は経済統制をそ

れまで以上に強化した。そして，強国復権を宣

言し，それまでの国際社会に対する協調姿勢が

転換された。とくに，王毅外相が主導して，意

見が対立する相手国と意見を交換して和解を図

るのではなくて，相手国を厳しく制裁する「戦

狼外交」が展開されている。さらに，習主席は

国内向けの演説で繰り返して台湾を統一するた

めに，武力行使を辞さないとの態度を表明して

いる。本来ならば，台湾と統一するならば，台

湾政府と統一に向けた条件について交渉すべき

であるが，武力行使は統一に逆行する行為であ

る。

なによりも，深刻なのは米中の相互信頼関係

が崩れてしまったことである。中国政府は米国

政府に 50 年前，国交正常化のときに合意した

「一つの中国」の原則の順守を求めている。そ

れに対して，米国政府は一つの中国の原則につ

いてなにも変更がないが，一方的に現状を変更

されることに反対するとの態度を表明してい
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る。とくに，バイデン大統領は記者会見のと

き，台湾が攻撃されたとき，米軍は台湾を守る

かどうかとの質問に対して，その都度，「yes」

（そうです）と答えている。すなわち，台湾海

峡が有事になったとき，米軍がそれに参戦する

という理解になる。

むろん，これで米中が直接衝突すると判断す

るのは時期尚早である。武力行使を辞さないと

する習主席の発言は，台湾の独立を絶対に認め

ないという警告の意味合いが強いと思われる。

半面，バイデン大統領は米軍が台湾を守るとす

る発言も中国と直接衝突してよいというより

も，中国に軍事行動に出ないよう警告している

のであろう。

しかし，両者の言葉の解釈はともかく，台湾

有事のリスク，すなわち，東アジアの地政学リ

スクが高まっているのは間違いないである。中

国経済は高成長して，軍事力を中心に国力は大

きく強化された。歴史家は米中衝突の可能性に

ついて，トゥキディデスの罠と同じであると指

摘している。トゥキディデスの罠とは，既存の

覇権国家と新たに台頭してくる新興国との対立

が戦争になることは不可避であるという説であ

る。

ただし，東アジアの地政学リスクが高まって

いるのは台湾海峡だけでない。東シナ海と南シ

ナ海でも地政学リスクが高まっている。重要な

のはこうしたリスクをいかに管理するかである。

Ⅴ 米中半導体戦争の行方

中国は冷戦終結以降のグローバル化の最大の

受益国である。2001 年中国が WTO に加盟し

たのをきっかけに，多国籍企業は相次いで中国

に進出し，世界中に点在する生産拠点の多くを

中国に集約させた。その結果，中国は世界の工

場となったのである。それから 10 年経過した

ところ，中国で北京オリンピック（2008 年）

と上海万博（2010 年）が開催され，それを契

機に高速鉄道，高速道路，港湾と空港などイン

フラが整備された。今や世界コンテナ港の貨物

取扱量をみれば，上位 10 か所のうち，7 か所

は中国にある。中国の高速道路と高速鉄道の総

延長のいずれも世界一になっている。

物流インフラの利便性が高まったのを受け

て，多国籍企業の多くは自社工場のほか，下請

け企業も中国に集約し，その結果，深圳など中

国沿海大都市には，自動車，エレクトロニク

ス，機械など多数の産業クラスターが形成され

ている。

米中貿易摩擦が起きてから，一部の評論家は

米中ディカップリング（分断）が進む可能性が

あると主張している。しかし，米中経済の相互

依存の現実と多国籍企業の中国への集中度をみ

ればわかるように，米中経済が全面的にディ

カップリングすることはありえない。米中経済

においてディカップリングが進む可能性のある

分野を挙げれば，半導体産業を中心とする安全

保障にかかわる機微な産業分野などである。

2022 年 8月 9日，バイデン大統領は連邦議

会が可決した「Chipsおよび科学法案」に署名

した。この法案の目的はいうまでもなく，中国

の半導体産業を制裁するためのものであり，米

国の半導体産業の技術力をさらに強化するため

のものである。そのための補助金が大きく増額

されることになった。さらに，10 月に入って

から，バイデン政権は中国で働く米国人科学者

と技術者の中国からの退去を命じた。それだけ

でなく，米国の永住権（グリーンカード）を持

つ中国人科学者と技術者の中国からの退去を求
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め，退去しなかった場合，永住権がはく奪され

る可能性も示唆した。

表に示したのは，2022 年スーパーコンピュー

タ性能ランキングTOP6である。2021 年，中国

の Sunway TaihuLightは 4 位だったが，22 年

は 6位に下がった。しかも，LINPACKベンチ

マーク値は前年比，まったく進化しておらず，

9京 3010兆回だった。米国の Frontierは 2021

年，TOP5にランクインできなかったが，22年，

一気にトップに躍り出た，しかも，LINPACK

ベンチマーク値は 110京 2000兆回と 2位の富

士通・理研の富岳の 2倍以上も速くなった。こ

れは何を意味するものかといえば，設計の進化

もあろうが，最先端パワー半導体の進化による

ところが大きい。

結論的にいえば，米中経済が全面的に分断さ

れる可能性が低いが，半導体産業を中心とする

ハイテク技術については，むしろ戦争状態に突

入しているとみるべきである。

Ⅵ グローバルサプライチェーンの再編

長い間，企業にとってサプライチェーンを形

成する際の鉄則はコストを最小化し，利益を最

大化することである。経営学的にみれば，もっ

とも理想的なサプライチェーンといえば，トヨ

タ自動車が考案した Just in timeの看板方式で

ある。看板方式の真髄はできるだけ部品の在庫

を減らして，サプライチェーンを効率化するこ

とである。

地政学リスクが低い時代において企業はもっ

ぱら経営に専念し，効率化を図ればよかった

が，今のグローバル情勢を鳥瞰すれば，冷戦終

結後の均衡が崩れ，地政学リスクが大きく高

まっている。その一つはウクライナ戦争であ

る。もう一つは東アジアの地政学リスク，具体

的に南シナ海，台湾海峡と東アジアの地政学リ

スクの高まりである。そのいずれも中国と関係

するものである。

2022 年 11月，中国共産党代表大会が開かれ，

もともと中国の憲法では，習近平主席は 2 期

10 年の在任期間を終えたところで，退任する

ことになっていた。2018 年，憲法が改正され，

習主席は今回の党大会でも続投が決まり，政権

はすでに三期目に突入した。

それについて共産党のコンテキストでみてい

ても，マイナスの影響が大きい。なぜならば，

ルールを守らなくていいという前例を作ったか

らである。そのうえ，海外からみると，ルール

を自分の都合で破る共産党政権との付き合いは

大きなリスクが伴うと認識される。この点はま

さに上で述べた米中半導体戦争が勃発した原因

である。米中貿易摩擦から米中半導体戦争にま

で発展したのは，相互信頼が崩れたからであ
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表 2022年スーパーコンピュータ性能ランキングTOP6

System Rmax（PFlop/s）

1 Frontier（US） 1,102.00

2 Supercomputer Fugaku（Japan） 442.01

3 LUMI（Finland） 151.90

4 Summit（US） 148.60

5 Sierra（US） 94.64

6 Sunway TaihuLight（China） 93.01

出典：www.top500.org



る。これから米中国交正常化以来のもっとも深

刻な危機といえる。

複数の調査機関が発表した調査結果をみる

と，米中ビジネスを切り離す，あるいは切り離

すことを検討していると答えたのは企業数的に

いえば，それほど多くない。日本企業や韓国企

業のなかで経済安全保障と関係なく，中国国内

のオペレーションコストが増加するのを考慮し

て，中国ビジネスを縮小または移転を考えてい

ると答えた企業は一部現れている。これはどち

らかといえば，コロナ禍前にすでに進められた

サプライチェーンの再編である。これから動き

出すのは米中半導体戦争に合わせた機微な技術

のサプライチェーンの再編である。その枠組み

はインド太平洋経済枠組み（IPEF）である。

こうしたなかで日本経済が完全に中国に依存

している現実から，完全に中国離れ，すなわ

ち，ゼロチャイナを進めることは不可能であ

る。いかにしてウィズチャイナを進めるか，す

なわち，中国とどのように付き合うかが重要な

ポイントになる。

Ⅶ 東アジアの通商秩序の再構築

現在，グローバル社会はかつて経験したこと

のない混乱に陥っている。一つは絶対的な存在

のリーダーが不在である。もう一つはルールが

機能しなくなった。戦後，民主主義の国を中心

に作られた国連を中心とする国際機関の多くは

機能しなくなった。ロシアがウクライナに侵略

して，国連として非難決議すら出すのが困難な

状況になっている。

通商について 1947年に署名された「関税お

よび貿易に関する一般協定」（GATT）を中心に

通商のルール化を進めていた。1995年，GATT

の規定が世界貿易機関（WTO）に吸収され，

WTO 協定が発効した。実は，通商のルール作

りはかなり進んでいるが，そのルールが破られ

た場合のペナルティが不十分であるため，ルー

ルが十分に守られていないのは問題である。

WTO 協定が発効する前から NAFTA など

地域的な自由貿易協定（FTA）が形成されて

いる。地域的な自由貿易協定は地域外の国や地

域にとって排他的な枠組みである。本来なら

ば，自由な国際貿易の精神に抵触するはずであ

る。しかし，グローバルの通商秩序を考えれ

ば，すべての国や地域にそれを守らせようとす

れば，相当強力な国際機関の設立が必要であ

る。既存の国際機関のほとんどは調整役でしか

ない。

そこで問われるのは米国の役割である。かつ

て，世界のリーダー役だった米国は警察官とし

て交通整理にあたり，当然のことながら，まず

米国のために働いていた。すなわち，米国が

やってきたことはすべて公明正大のものではな

かった。それでも米国の役割と存在を否定でき

ない。要するに，米国にとって代わって世界の

新たなリーダーになれる国は今のところ存在し

ない。問題は米国はかつてのような国力を持ち

合わせていない。トランプ前大統領は選挙など

の演説のたびに，「makeAmerica great again」

（もう一度米国を偉大な国にする）と呼び掛け

ている。「もう一度」というのは今の米国は偉

大な国ではないと認めているということであ

る。

米国の国力の低下によって米国の存在と米国

のいうことが絶対的でなくなった。こうしたな

かで，中国は急速に台頭してきた。コロナ禍が

起きる前，多くの国際機関とシンクタンクの推

計によれば，中国は早ければ，名目 GDPが 10
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年以内に米国を追い抜くと予測されている。

もっとも極端な論客たちはこれからは中国の世

紀になると指摘している。

米国の人口は 3億 3000万人であり，中国の

人口は 14億人である。これを考えれば，中国

の一人当たりの GDPは今 1万ドルを超えてい

るとみられるが，いずれ 2万ドルに達するだろ

う。そうなれば，中国の名目 GDPは米国の名

目 GDPを当然超えることになる。問題は中国

は米国にとって代わって次のリーダーになれる

かどうかである。

まず，コロナ禍が起きてから，中国経済は予

想以上に減速している。すなわち，中国の経済

規模が米国を追い抜くのはもっと先になると考

えられる。そのうえ，中国は人権，自由，民主

主義と法治の人類普遍的な価値観を受け入れて

いない。これでは，世界のリーダーにはなれな

い。

結論的にいえば，これからグローバル社会の

通商秩序を構築するには，米国だけでなく，

G7を中心とする集団指導体制になると考える

のは自然であろう。そのなかで，東アジアにお

いて米国が関与して，中国を巻き込んだ新たな

通商秩序を構築する必要がある。ただし，その

ルール作りについて中国を説得することは簡単

な話ではない。これから中国とどのように付き

合うかについてさらに知恵を出す必要がある。
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